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気泡関数要素を用いた有明海潮流の有限要素解析

Finite element analysis of tidal current in Ariake Sea using bubble function element

桐 博英1・ 白谷栄 作2・ 丹治 肇3

Hirohide KIRI, Eisaku SHIRATANI and Hajime TANJI

The selective lumping scheme has been commonly used in the FEM analysis of tidal currents. The scheme is enable to

get the numerical solution fastly and stably, despite it causes dull results because of introducing heavy artificial diffusion.
A combination of the elements which satisfy the inf-sup condition should be used to modify the finite element analysis

of tidal currents. In this paper, the finite element model in which employed the bubble-function element was developed

and the analysis of tidal current in Ariake sea was carried out for the evaluation of the model. The analysis results were

in good agreement with for the observed ones the tide levels and harmonic constants of tidal current.

1.　は じ め に

沿岸域における高潮などの影響を正確に予測するには,

海域の水理現象を忠実に再現することが重要である.近

年の地理情報の充実に伴い,沿 岸災害被害の影響評価 に

対 して も単なる湛水域の予測だけでなく,水 利施設の能

力に対する影響の評価が期待されるようになってきた.

水利施設を解析に取 り込むには,地 形形状を忠実に再現

する必要があり,有 限要素法の導入は効果的である.

浅水長波流れの有限要素解析では,こ れまでKawahar

aら(1982)が 開発 した,質 量行列を集中化 し,混 合質

量行列を併せて導入 したモデルが潮流解析 にも用いられ

てきた(Kawahara・Kashiyama,1984).こ の モデルは,

計算の高速化に加えて安定化が図 られる一方で,過 剰な

人工粘性の付加が計算結果に影響を与えることが知 られ

ている(高 梨 ・清川,1984).潮 流 解析で用いられる浅

水長波方程式の有限要素解析では,Navier-Stokes方 程式

とは異なり,同 次補間による離散化で解 くことができる.

しかし,水 位 と流速を同 じ節点上に配置 した解析では,

非物理的な振動が発生 し計算が不安定になることが知 ら

れている.こ の非物理的な振動は,差 分法で用い られて

いるスタッガー ド格子で抑えることができるが,こ れは,

有 限要素法では流速 と水位で異なる補間関数を採用する

混合補間を用いることに相当する.こ のため,浅 水長波

流れの有限要素解析においても,気 泡関数を線形化 した

擬似気泡関数の導入 が試 み られ るようにな ってきた

(Mewis・Holtz, 1993; Atkinsonら,2004な ど).さ らに,

文屋 ・吉村(2006)は,東 京湾の潮流解析を例に,擬 似

気泡関数を導入 したモデルと混合質量行列を導入 した従

来のモデルを比較 し,擬 似気泡関数の導入により減衰の

少ない解析結果が得 られることを示 している.

本 研究では,有 明海の複雑な潮流を解析するため,線

形化 されていない気泡関数要素を用いたモデルを適用 し,

再現性を検証 した.

2.　気 泡 関数 を用 いた有限要素 モデル

(1)　基礎方程式

本研究で用いる基礎方程式は,式(1)～(3)で 表 される

非線形浅水長波方程式を用いる.

(1)

(2)

(3)

こ こで,u,γ:そ れ ぞ れ,x,y方 向流 速(m/s),D:水 深

(m),ξ:水 位(m),t:時 間(s),q:単 位 幅 流 入 量(m2/s),

g:重 力 加 速 度(m2/s),f:coriolisパ ラメ ー タ,ρw:海 水

の 密 度 で あ る.τs,τbは,そ れ ぞ れ,風 お よ び底 面 に よ

る摩 擦 項 で あ り,上 付 き添 え 字 は方 向 を 示 す.ま た,粘

性 項Fx,Fyは,Ahを 水 平 渦 動 粘 性 係 数 と して 式(4),(5)で

評 価 した.

(4)

(5)

(2)　数値計算法

非物理振動を抑制するにはinf-sup条件 を満たすことが

有効であり,そ のためには,有 限要素法の定式化の際に,

流 速の補間関数を水位の補間関数よりも1次以上高次の

ものを採用する必要がある.inf-supを 満足できる補間関
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図-1　 各変数の節点配置

数の組み合わせの中で最 も単純なのが,三 角形要素の重

心に気泡関数と呼ばれる高次の関数を取 り入れた要素で

ある.気 泡関数を導入することで流速が4節 点 となり,

三角形2次 要素(8節 点)よ りも少ない節点数で計算がで

きるという利点がある.

本研究で用いた要素の節点配置を図-1に 示す.各 要素

を用いた流速および水位の補間関数 Φi,Ψiは,そ れぞ

れ式(6),式(7)の とおりである.

(6)

(7)

ここで,下 付添え字i=1～3は,三 角形頂点上の節点に

おける補間関数,同i=4は,気 泡関数における補間関数

を示す.ま た,Li(i=1,3)は 面積座標であり,三 角形要

素の面積△,三 角形要素内部の任意の1点 と三角形要素

の2節 点で構成される3個 の小三角形の面積4か ら式(8)

で表 される.

(8)

連続式および運動方程式の有限要素方程式を式(9)～

式(11)に 示 す.こ こで,太 字で示 されるのは,実 際の有

限要素方程式を積分 して得 られる係数行列であるが,紙

面の制約上,各 係数行列の詳細は省略する.

(9)

(10)

(11)

式(9)～(11)に おいて,係 数行列M,Oは 質量行列 と呼

ばれ,各 式の左辺の質量行列を対角成分に集中化 した集

中質量行列を用いることで逆行列の計算が単純になり,

計算速度の向上が図 られる.さ らに,Kawaharaら(1982)

のモ デルでは,右 辺第1項 の質量行列を集中質量行列と

線形結合 した混合質量行列としている.こ れにより,質

量行列の集中化に伴い付加される人工粘性を制御 し,計

算の安定化を図っている.本 研究では,時 間方向には,

2次 精度の陽的予測子修正子法により離散化を行い,集

中質量行列を用いて計算の高速化を図った.た だし,質

量行列の集中化による影響を少なくするため,マ ルチパ

スアルゴリズム(Doneaら,1984)を 導入 した(反 復回

数:3回).

なお,本 論文で行 った解析では,干 潟の干出 ・没水を

考慮する必要がある.有 限要素法による移動境界の処理

法には,要 素毎に水陸を判定 し,陸 域を計算から除外す

る方法(Kawaharaら,1984)の ほか,石 川 ら(2003)

のよ うにTime Splitting法を用いて水際線を追跡する方法

がある.本 研究では,気 泡関数要素の導入による潮流の

再現性を確認することが目的であることから,移 動境界

の処理については,前 者を用いることとした.

3.　数 値解析例

(1)　解析領域および条件

解析例 として有明海の潮流の再現計算を行った.解 析

領域は,図-2の よ うに,有 明海全域および長崎半島野母

崎と福江島の中間点付近までであり,国 土総合開発事業

調整費有明海環境調査(農 林水産省他,2003)に お ける

モデル(以 下,国 調費モデル)解 析に倣って設定 した.

解析領域を三角形要素に分割 し,要 素サイズは,有 明

海湾奥部のZone1で95～430m,諌 早 湾内のZone3で80

～320mで あ る.海 底標高 は,国 調費モデルで用いられ

た900m格 子 のデータを線形補間 した.

境 界条件には外潮位を与え,国 調費モデルで用いられ

た調和定数から13分 潮 を合成 した潮位を与えた.ま た,

外 力条件として,主 要河川の日流量を各時間に均等配分

して流入させるとともに,風 速を与えた.そ の他の計算

図-2　解析領域
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表-1　計算条件一覧

図-3　外潮位の時間変化

に用いたパラメータは,表-1の とおりである.

解 析は,有 明海海域環境調査(海 上保安庁水路部,

2001)の15昼 夜 の観測結果と比較するため,潮 流の再現

期間を2001年5月11日 ～5月27日(測 点により,潮 流観測

結果の調和解析期間が異なるため17日 間)と した.た だ

し,計 算の助走期間を含め,計 算の開始を5月1日 とした

(2)　解 析結果

モデルの検証のため,図-4に 示 す地点 において,観 測

結果と解析結果の比較を行った.口 之津,三 角および大

浦の潮位観測地点における毎正時の潮位観測結果(気 象

庁,2002)と 解 析結果を比較 したのが図-5で ある.解 析

結果 は,有 明海湾口部に近い口之津で最 も再現性が高 く,

湾奥ほどば らっきが大きくなるが,全 体として良好な結

果を得ていると考えられる.潮 位観測結果と解析結果の

平均誤差 は,口 之津で0.1m程 度であった.こ れ らの誤

差の要因としては,解 析には気圧変化が考慮されていな

いことなどが考えられる.ま た,比 較 した3地 点いずれ

においても,最 大潮位付近で解析結果が低めになる傾向

が見 られた.

潮流の解析結果および観測結果を調和分解 して得 られ

る10分 潮 のうち,主 要4分 潮について調和定数を比較 し

たのが図-6で あ る.比 較に用いた潮流観測のデータは,

水 面下3mの ものである.た だし,St.7お よびSt.10で は3

層 の観測データがあったため,平 均値 と比較 した.潮 流

速 は,有 明海の湾形状の影響で湾口付近では東方流速成

分,湾 奥に向かうにつれて北方流速成分が卓越する.

このため,測 点番号が大きいほど東方流速成分の振幅が

大 きくなる.図-6で は,白 抜 きが観測結果,黒 が計算結

果を示す.各 調和定数を比較すると,振 幅については,

図-4　 観測点位置図

a)　口之 津 b)　三角 c)　大浦

図-5　 計 算潮 位 と実測 潮位 の比 較(2001年5月11日 ～5月27日)
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M2分潮 北方流速成分

S2分潮 北方流速成分

K1分潮 北方流速成分

01分潮 北方流速成分

M2分潮 東方流速成分

S2分潮 東方流速成分

K1分潮 東方流速成分

01分潮 東方流速成分

図-6　主要4分潮の流速振幅と遅角分布の比較
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表-2　有明～長洲ライン上の流速増幅率の比較

全般的に解析結果が小さい傾向が見 られるが,い ずれの

分潮においても,観 測点の位置に伴 う変動傾向 も一致 し

ており,有 明海全域で良好な結果が得 られていると考え

られる.

有明～長洲 ライン上の島原沖とライン中央での流速を

水理模型実験 と比較 したのが表-2で ある.同 ライン上の

流速分布については,島 原半島に近いほど速い流速が生

じることが現地調査(例 えば,小 松 ら,2004)や 桐 ら(2007)

によ る有明海全域を対象とした水理模型実験でも確認さ

れている.今 回の解析と水理模型実験では,潮 汐などの

諸条件が同 じではないので,両 者を単純に比較すること

はできないが,可 能な限 り比較できるよう,Coriolisの

力 と河川流入,風 を除いた解析結果 と比較 した.な お,

表-2の 増 幅率は,ラ イン中央の流速 と比較 してP61ま た

はP62地 点 の流速がどれだけ大 きくなったかを示 したも

のである.水 理模型実験では,有 明海湾口付近の口之津

での潮位差の違いにより,P61地 点 で見 られた増幅率の

差がP62地 点 では見 られない.解 析結果では,P61地 点

の流速か らもとめた増幅率が実験結果よりはかなり小 さ

く,P62地 点 の値に近い結果となった.こ れは,海 底地

形の元 となっている国調費 モデルの水深データが900m

格子のため,境 界付近の水深に模型と差があること,模

型の平面形状の精度の問題などが理由として考え られる.

4.　ま とめ

本研究では,気 泡関数要素を用いた有限要素モデルを構

築 し,有 明海の潮流解析によりモデルの再現性を検証 し

た.そ の結果,潮 流速の観測結果の調和定数をほぼ良好

に再現することができた.気 泡関数要素において中心に

付加される節点は仮想的なものであり,実 際の有限要素

分割では考慮する必要がない.こ のため,本 解析モデル

は,従 来の解析モデルで用いられた要素分割を変更する

必要がな く拡張性が高い.今 後 は,本 モデルの3次 元化

を図るとともに沿岸域の災害予測へ発展させていきたい

と考えている.

な お,本 研 究 の一 部 は,文 部 科 学 省 の科 学 研 究 費 補 助

金(課 題 番 号:18688014)の 助 成 を 得 た.こ こ に記 し,

深 謝 の 意 を 表 す る.
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